
１．教育・保育施設及び地域型保育事業

１号 ２号 １号 ２号 １号 ２号

３～５歳 ３～５歳 ０歳 １～２歳 ３～５歳 ３～５歳 ０歳 １～２歳 ３～５歳 ３～５歳 ０歳 １～２歳

教育のみ
保育の

必要性あり
教育のみ

保育の
必要性あり

教育のみ
保育の

必要性あり

477 406 49 235 456 389 49 233 441 375 48 228

特定教育・保
育施設 60 385 41 196 200 415 61 243 200 415 61 243

新制度に移行
しない幼稚園 480 － － － 340 － － － 340 － － －

特定地域型保
育事業 － － 3 9 － － 3 9 － － 3 9

計 540 385 44 205 540 415 64 252 540 415 64 252

63 -21 -5 -30 84 26 15 19 99 40 16 24

特定教育・保
育施設 42 393 48 222 33 410 37 246

新制度に移行
しない幼稚園 554 - - - 503 - - -

特定地域型保
育事業 - - 5 10 - - 3 14

計 596 393 38 238 536 410 40 260

待機児童 - 1 3 12 - 5 8 13

評価 A B C B A C C B

１号 ２号 １号 ２号

３～５歳 ３～５歳 ０歳 １～２歳 ３～５歳 ３～５歳 ０歳 １～２歳

教育のみ
保育の

必要性あり
教育のみ

保育の
必要性あり

433 368 48 222 423 359 47 220

特定教育・保
育施設 200 415 61 243 200 415 61 243

新制度に移行
しない幼稚園 340 － － － 340 － － －

特定地域型保
育事業 － － 3 9 － － 3 9

計 540 415 64 252 540 415 64 252

107 47 16 30 117 56 17 32

特定教育・保
育施設

新制度に移行
しない幼稚園

特定地域型保
育事業

計

待機児童

評価

保育の必要性あり 保育の必要性あり

①量の見込み

３号

保育の必要性あり 保育の必要性あり 保育の必要性あり

①量の見込み

②
確
保
の
方
策

区　分

平成27年度 平成28年度

①提供区域：「一・二中学校区」

②
確
保
の
方
策

差（②－①）

実
績
値

実
績
値

平成29年度

（単位：人）

３号 ３号

平成30年度 平成31年度

３号 ３号

 

差（②－①）

区　分

2



１号 ２号 １号 ２号 １号 ２号

３～５歳 ３～５歳 ０歳 １～２歳 ３～５歳 ３～５歳 ０歳 １～２歳 ３～５歳 ３～５歳 ０歳 １～２歳

教育のみ
保育の

必要性あり
教育のみ

保育の
必要性あり

教育のみ
保育の

必要性あり

496 422 50 239 475 404 49 236 459 391 49 232

特定教育・保
育施設 122 326 39 169 185 331 39 169 287 349 39 169

新制度に移行
しない幼稚園 823 － － － 749 － － － 605 － － －

特定地域型保
育事業 － － 12 22 － － 12 22 － － 12 22

計 945 326 51 191 934 331 51 191 892 349 51 191

449 -96 1 -48 459 -73 2 -45 433 -42 2 -41

特定教育・保
育施設 48 315 25 179 103 325 22 184

新制度に移行
しない幼稚園 741 - - - 633 - - -

特定地域型保
育事業 - 4 2 15 - 2 3 29

計 789 319 27 194 736 327 25 213

待機児童 - 0 4 9 - 1 3 17

評価 A A C B A C C B

１号 ２号 １号 ２号

３～５歳 ３～５歳 ０歳 １～２歳 ３～５歳 ３～５歳 ０歳 １～２歳

教育のみ
保育の

必要性あり
教育のみ

保育の
必要性あり

450 382 48 226 440 374 48 223

特定教育・保
育施設 471 364 39 169 471 364 39 169

新制度に移行
しない幼稚園 406 － － － 406 － － －

特定地域型保
育事業 － － 12 22 － － 12 22

計 877 364 51 191 877 364 51 191

427 -18 3 -35 437 -10 3 -32

特定教育・保
育施設

新制度に移行
しない幼稚園

特定地域型保
育事業

計

待機児童

評価

実
績
値

②提供区域：「三・四中学校区」

差（②－①）

 

①量の見込み

②
確
保
の
方
策

差（②－①）

区　分

平成30年度

３号

実
績
値

①量の見込み

保育の必要性あり 保育の必要性あり

（単位：人）

保育の必要性あり 保育の必要性あり

平成31年度

３号

平成29年度
３号

区　分

平成27年度 平成28年度
３号３号

保育の必要性あり

②
確
保
の
方
策

3



１号 ２号 １号 ２号 １号 ２号

３～５歳 ３～５歳 ０歳 １～２歳 ３～５歳 ３～５歳 ０歳 １～２歳 ３～５歳 ３～５歳 ０歳 １～２歳

教育のみ
保育の

必要性あり
教育のみ

保育の
必要性あり

教育のみ
保育の

必要性あり

973 828 99 474 931 793 98 469 900 766 97 460

特定教育・保
育施設 182 711 80 365 385 746 100 412 487 764 100 412

新制度に移行
しない幼稚園 1,303 － － － 1,089 － － － 945 － － －

特定地域型保
育事業 － － 15 31 － － 15 31 － － 15 31

計 1,485 711 95 396 1,474 746 115 443 1,432 764 115 443

512 -117 -4 -78 543 -47 17 -26 532 -2 18 -17

特定教育・保
育施設 90 708 58 407 136 735 59 430

新制度に移行
しない幼稚園 1,295 - - - 1,136 - - -

特定地域型保
育事業 - 4 7 25 - 2 6 43

計 1,385 712 65 432 1,272 737 65 473

待機児童 - 1 7 21 - 6 11 30

評価 A B C B A C C B

１号 ２号 １号 ２号 　

３～５歳 ３～５歳 ０歳 １～２歳 ３～５歳 ３～５歳 ０歳 １～２歳

教育のみ
保育の

必要性あり
教育のみ

保育の
必要性あり

883 750 96 448 863 733 95 443

特定教育・保
育施設 671 779 100 412 671 779 100 412

新制度に移行
しない幼稚園 746 － － － 746 － － －

特定地域型保
育事業 － － 15 31 　－ － 15 31

計 1,417 779 115 443 1,417 779 115 443

534 29 19 -5 554 46 20 0

特定教育・保
育施設

新制度に移行
しない幼稚園

特定地域型保
育事業

計

待機児童

評価

平成29年度

３号

①量の見込み

②
確
保
の
方
策

差（②－①）

区　分

平成30年度

３号

平成31年度

３号

①量の見込み

②
確
保
の
方
策

保育の必要性あり 保育の必要性あり

３号 ３号

保育の必要性あり

平成27年度 平成28年度

区　分

③全市（「一・二中学校区」・「三・四中学校区」合計）

実
績
値

実
績
値

差（②－①）

保育の必要性あり 保育の必要性あり

 

（単位：人）
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国費

府費

一般財源

保育料

合計

H28年度決算額 H29年度決算額

特定教育・保育施設 地域型保育施設 特定教育・保育施設 地域型保育施設

H27年度決算額

特定教育・保育施設 地域型保育施設

財
源
内
訳

267,696,105 39,258,395

133,848,052 19,629,197

255,996,913 27,817,998

186,299,160 －

843,840,230 86,705,590

H27年度評価内容

量の見込みに対して需要
増となっているが、確保
方策の計画人数での受入
れとなっているため　A

待機児童6名。確保方策の
計画人数での受け入れが
できておらず、計画を下
回っているため　C

待機児童11名。確保方策
の計画人数での受け入れ
ができておらず、計画を
下回っているため　C

待機児童30名。確保方策
の計画人数での受け入れ
はおこなっているが、今
後も需要増が見込まれる
ため、さらなる確保方策
が必要であるため　B

待機児童7名。確保方策の計
画人数での受け入れができて
おらず、計画を下回っている
ため　C

H28年度評価内容 H29年度評価内容 H30年度評価内容 H31年度評価内容

・特定教育・保育施設及び地域型保育施設にかかる施設型給付費

3号
(0歳)

待機児童21名。確保方策の計
画人数での受け入れはおこ
なっているが、今後も需要増
が見込まれるため、さらなる
確保方策が必要であるため
B

3号
(1,2歳)

・評価内容

量の見込みに対して需要増と
なっているが、確保方策の計
画人数での受入れとなってい
るため　A

1号

待機児童1名。確保方策の計
画人数での受け入れはおこ
なっているが、今後も需要増
が見込まれるため、さらなる
確保方策が必要であるため
C

2号
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